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はじめに
　戦後における社会教育職貝の専門性をめぐ
る論点は，当然のことながら，その時々の社
会教育行政や社会教育実践の状況に規定さ
れ，これまで多様な展開を見てきている。前
稿で言及したように1），戦後の社会教育職員
制度の発足は，1951年の社会教育法「改正」
による社会教育主事の市町村設置の義務づけ
規定以降と見てよい。しかし社会教育という
営為は，人間相互の働きかけの関係を内に含
んだ自己教育として成立することから，社会
教育活動の組織化における学習条件の整備や
学習内容の編成にかかわる人々の性格や役割
に対する関心は，制度的整備以前から実践と
研究における一つのテーマとして設定されて
いたのである。それが後述するような社会教
育指導者論であり，社会教育職員の問題は，
その指導者論の中にいれば未分化な状態で内
包されていたということができるだろう。
　つまり50年代における社会教育職員論は，
社会教育指導者論の中に包摂される形で存在
し，それゆえ職員固有の性格や役割について
の関心は明確ではなかったのである2｝。それ
は，1959年の三井為友の論文「社会教育職員
論」の中で，「社会教育職員という用語は，あ
まりききなれない」3）と述べられているとこ
ろからもうかがえる。この論文では，主に社
会教育主事と公民館主事からのアンケートに
もとついた社会教育職員の現状が報告され，
とりわけ制度的末整備に起因する職場条件の
劣悪さとそうした中で献身的に活動している
社会教育主事の姿が紹介されているが，職員
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の専門的な役割や性格についての体系的な分
析がなされているわけではない。このように，
社会教育職員の性格や役割に関するテーマが
明確に設定されていない背景には，職員の職
務条件が法制度的に確立していないという状
況が横たわっていたのである。
　ようやく1959年の社会教育法「改正」によっ
て，「社会教育を行う者に専門的技術的な助言
と指導を与える。」（社会教育法第9条の3）
とされる社会教育主事の数が増大するととも
に，合わせて社会教育施設，とりわけ公民館
の増設にともなって公民館主事の数も増大す
ることにより，社会教育職貝に対する関心が
高まっていくことになる。しかしながら，こ
うした職員数の増大にともなう社会教育職員
研究の本格的展開を60年代以降に求めるとし
ても，そうした研究の源流をなすのは，以上
のような社会教育指導者論の系譜にあるので
はないかと思われるのである。
　本稿では，戦後社会教育職員論の原初的論
点がこうした50年代における社会教育指導者
論の中に胚胎しているのではないか，という
仮説にもとづき，指導者論においてどのよう
な問題が論じられ，さらにそれが60年代以降
の社会教育職員論の論点とどのように連動し
ていったのかを跡づけることによって，今日
でも様々に争点となっている社会教育職員の
専門性の内実と構造を解明していく作業の一
段階としていきたいと考える。そのことは同
時に，「戦後の社会教育職員論は，社会教育職
員論と社会教育指導者論とが一括された『社
会教育の指導者』に求めることができる。し
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かし，この社会教育指導者論は職貝固有の問
題を鮮明にしなかったばかりか，国民の学習
権を保障する社会教育実践の担い手としての
専門的な力量を創造する力を弱めることに
なった。」4）と総括されている50年代の職員論
の評価の妥当性を問うていくことにもつな
がってくるといえるだろう。
（1）社会教育指導論の系譜
　戦後の社会教育指導論は，戦前・戦中の軍
隊的管理論にもとついた，指導一被指導の関
係における批判や問題提起を許さない非民主
的で強制的な「指導者原理」に対する反省か
ら出発し，戦争直後の「指導者」という考え
方への感情的反発や，さらに自由・平等の原
則からの過剰な指導者意識や指導者のひきま
わしに対する批判に根ざした，いわゆる指導
者無用論の時期を経て，民主的な集団運営に
おける指導者やリーダーシップの役割が問題
にされてくるという経緯の中で，社会教育活
動を進める際の焦眉の課題として意識される
に至る。
　とりわけ，当時の共同学習運動においては，
生活や意識の上ではまだまだ戦前の状況をひ
きずり，封建的で非民主的な制度や意識に支
配されている地域を，憲法の理念にそって民
主的につくり変えていくという国民的課題と
結びついて，運動の民主的指導者とリーダー
シップのあり方が重要なテーマとしてうかび
上がってくることになるのである。
　こうした課題認識を背景に，雑誌『社会教
育』の1955年1月号では，社会教育指導者論
を主題とした特集が組まれ，社会教育におけ
る指導者の役割と課題について多面的な検討
が試みられている。それらを通貫している問
題視角は，戦後復興を文化的・人的側面から
支える社会教育活動の要点は「良い指導者」
であり，そうした指導者をどのように見い出
し，また養成していくかということであった。
その際とりわけ戦前・戦中への反省から，「指
導者」という用語と概念に対する警戒を基調
にしながら5），戦前・戦中のイメージを残存さ
せている旧来の「指導者」像を克服し，あら
たな民主的指導者のあり方を探ろうとしてい
た点が注目される。
　そこにおいてまず三井為友が，講演会など
での伝達者や素材提供者の性格を問題にし，
次のような論点を提唱している。第一に指導
者は，被指導者と「身分を同じくする」もの
であり，それゆえその両者は「同位同格，同
性同年配，同喜同憂であって，意識も生活感
情をも共にするものでなければならない」6）
のであるが，しかしながら第二に，そうした
外在的同質性にもとついた上での指導者とし
ての内在的異質性が求められるとしている。
それは，何らかの技能・技術の面において優
れていると同時に，それを超えた「プラス・
アルファ」としての指導者性であるが，しか
しそれは従来論じられてきた，生得的とされ
るような要素ではなく，「技術の中に世界を見
出し得た教養」，つまり「技術を全体との関連
の中に位置づけていること」，換言すれば，「技
術を歴史的社会的現実の課題として把持して
いること」7），そしてこうした「技術」を通し
て「限りなく人と人とを結合していく真のい
みの組織者・編成者であること。いわば無限
に組織者の網の目をひろげていく技術をもつ
ということ。そのいみで，明日の世界への洞
察と，これを実現する能力と意志とをもつと
いうこと」であるという。
　このような三井のいわば理念的指導者論を
受け，続いて具体的な課題が論じられている。
まず，社会教育職員であった斎藤峻からは，
学校のPTAや区の青年学級などにおける問
題がとりあげられ，旧態依然の「上を向いて
いる，より上層の指導者の方を向いている（中
略）指導者のための指導者」8）や，学習者の主
体性を尊重するといいつつ，’その実，学習者
の要求に即応し，趣味や目先の興味関心の充
足に傾斜してしまっている「民衆のための指
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導者のような型」ではなく，「知識経験に富み，
うちとけて話しあいのできるユーモラスな
型」，「対等の立場で学びあっている」「第三の
型」9）の指導者が社会教育に求められている
ことが強調されている。
　この点について浪江慶は，さらに鋭く問題
を提起し，とりわけ農村地帯での指導者の位
置と役割は，地域住民の受身的な姿勢，すな
わち自分たちの問題について，「今までどうい
う努力をしてきたのか，どこで行きづまって
いるのか，自分たちの考え方はどうなのか，
そういったものをちっとも述べずに，いきな
り遠来の『指導者』からズバリ解決のカギを
与えてもらおう」1°）という態度の裏返しであ
り，それが「いつまでも指導権をわが手に握
りしめ，大衆を意のままに操縦したがってい
る」指導者意識を醸成している状況を指摘す
るのである。したがって指導者は，「よりよい
生活を求めて働く民衆自身の間からわき出
る」べきであると，原則的論点を明示する。
　しかしながら現実には，こうした指導者は
現状の中から自然発生的に生まれてこないの
も事実であり，ゆえにそのような指導者をい
かに養成していくかという点に問題が焦点化
されていくのである。ここに，当時のわが国
における社会教育をめぐる問題の要点を見る
ことができる。しかもこのような問題は，官
僚的統制にたちむかうはずの民主主義陣営に
おける「押しつけ主義と請負主義」11》の中によ
り根深く存在しているという点で，いっそう
重要な問題状況を内包させていたのである。
　さらに田代元弥は，こうした社会教育指導
者の問題を，社会教育主事の役割にひきつけ
てとらえようとしている点が注目される。す
なわち，「指導者なき教育をもって最上とな
す」を理念としつつも，現実的には，急速な
社会変動にともなう教育上のあらたな要求に
対して十分な対応が求められており，そして
そうした要求に応えるには集団的な対処が必
要となるにもかかわらず，民衆の対処の仕方
は「はなはだ不十分である」ため，「社会教育
の指導者は教育指導の専門家であると同時
に，共同社会の組織者（コミュニティー・オー
ガナイザー）たる能力をもっていなければな
らない」12〕とし，そうした指導者として農業改
良（生活改良）普及貝や労働行政の機関に所
属する人々，福祉事業のケースワーカーなど
を例示する。しかしながらそれでは，特別に
社会教育の指導者といった概念は不必要にな
るのではないか。それに対して田代は，教育
の本質という観点から次のように答えてい
る。「教育のしごとは文化の全領域にわたる，
しかも均衡のとれた内容を用意し，かつそれ
をつねに発展させて行く方向づけをするにあ
る。このようなしごとは，それに相当する識
見と現実の問題点を適切に判断し，かつそれ
の対策を生活の場において，統合的におさえ
て行くようにしむける能力をそなえたもので
なければできないことである。」13）と。
　とすれば，こうした能力を備えた社会教育
の指導者とはどのような存在として措定しえ
るのか。田代は，社会教育主事や有志の指導
者は現状では社会教育（成人教育）の指導者
であるとはいいきれず，むしろ「成人教育の
場に足をつっこんでいる世話役とでもいうべ
きものではないかと思う」と述べ，その限り
においては普及員やケースワーカーと大差は
ないと論断した上で，あらためて「ほんとう
の意味での社会教育指導者」のあり方を問う
ている。
　しかしそこでの要点は，これまでの論者の
主張と大差はなく，立場の対等性，生活や生
産における一体性が強調され，その上で学習
意欲を喚起できるような指導の専門的技術を
習得する必要が導き出されているのである。
そしてその習得のためには，「あいてのようす
を適確に把握する力と，いかなるあいてに対
しても忍耐つよく，かつよい雰囲気をもって
接し得る精神的な安定ならびに内容の豊富
さ」が求められるが，それは被指導者との協
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同はもとより，指導者どうしの連携なしには
不可能であると結論づけている。
　上述のような社会教育指導者論において
は，指導者の力量とそのあり方がテーマと
なっているわけであるが，そこにおいては，
社会教育主事に関する記述は見られるもの
の，社会教育職員に固有の性格や役割につい
ての立ち入った論及はなされておらず，むし
ろ他の民間の有志の指導者や教師，他の行政
職と並列に論じられている点が特徴となって
いる14）。
　これに対して，こうした指導者の中でも，
特に社会教育主事と公民館主事の位置と役割
を強調しているのが，福尾武彦，岡本正平共
著の『新しい社会教育』（1956年）である。そ
の「新しい指導者は生れる」という章で紹介
されている文部省資料「社会教育の展望」の
中の，「育ちゆく社会教育の指導者」の項目に
掲載されている1958年3月現在の社会教育主
事及び主事補の数を引き合いに出しながら，
社会教育指導者の貧困≒社会教育主事（補）・
公民館主事数の少なさという構図で論が展開
されているところに，筆者の基本的モチーフ
を見ることができるわけであるが，そこでは，
このような貧困を生み出している地方教育行
財政の問題や地域の社会教育に対する無理解
が指摘されている。
　その際，「社会教育が，本質的に民衆の自己
教育運動である限り，民間団体の指導者が，
どのような動きをするかということも，社会
教育の指導者の貧困と密接な関係を持ってい
ると見るべきであろう。」15）として，特に青年
団や婦人会運営の問題と課題に着目するので
ある。すなわち，そこにおいては，こうした
民間の指導者の保守性とそれを後から支えて
いる「民衆自身の無自覚」があり，それゆえ
に民衆自身の自覚が必要となるわけである
が，それは自然に成長するものではなく，「兼
任であれ，現在村の社会教育の指導者の地位
にある公民館主事とか講師とかの人々が，少
しずつでも民衆の中にある悩みやねがいを掘
り起こして，そのような自覚を少しずつ成長
させてゆくことが，何んといっても大切な問
題であろう。」16》と課題を提示する。
　以上の問題視角から，全国各地の公民館づ
くりと公民館主事の専任化の運動を通して
「新しい指導者」が生まれている状況に着目
しながら，そこにおける指導者に求められる
主たる特質を次のようにまとめている。すな
わち，まず第一に，「常に民衆と生活を同じう
し，民衆から常に学ぼうとするかまえをもつ
こと」17）であり，そのためには人々の生活の中
に分け入り，そこでの要求や願いを聞きとろ
うとする姿勢が必要であること。そして第二
に，指導者は「民衆のさまざまなねがいを掘
り起こしこれを深め，拡めながら体系化し同
時にそれを実践にまで高め得るような民衆の
組織者」’8）であり，それゆえそのようなねがい
を交流し，つなぎ合わせることができるよう
な資質が求められるというものである。
　これまで述べてきたように，社会教育指導
論にいわば包摂される形で論じられている社
会教育指導者の問題は，その位置や重点の置
き方に差異はあるものの，それらに共通する
論点は，民衆に対して直接指導や助言が期待
され，それが求められている社会教育職員の
あり方であった。こうした点について，宇佐
川満は，50年代における社会教育指導者の概
念が「きわめて広範囲に使用され，さまざま
な人を指して使われている」19）状況を問題に
しながら，「社会教育における『指導者』の本
質を理解し，この領域における『指導』の概
念を正しく把握するために，まずいわゆるこ
れら指導者といわれているものを一応整理，
類別してみる必要がある」とし，指導者の性
格，役割という観点から，それを「社会教育ぺ
の欝」，「集団活動の購癒著」，
音麟喫難規難響熱
　　　　　　－　－－職員，とりわけ社会教育主事（補）や公民館
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　長及び公民館主事は，「民衆に直接接触する現
　場専任指導者として」20），主に「社会教育の条
　件整備」すなわち，「民衆の主体的，自律的な
　教育活動を促進し，その望ましい発展に奉仕
　するために，社会教育の環境条件を施設し，
　整備する役割」を担うとされている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロここにおいてとりわけ注目されるのは，従
　来指導者として一括され，様々な社会教育指
　導者の中の一つに位置づけられてきた状況に
　対して，社会教育職員は他の指導員とは異な
　り，「社会教育の条件整備」を主たる任務とす
　るということを明示している点である。もち
　ろん宇佐川自身が認めているように，上述の
　ような分類は「形式的あるいは便宜的なもの」
　であり，現実には一人の指導者がいくつもの
　役割を同時に兼ねている場合や，分類された
　性格全てを含んだ総合的役割を期待されてい
　る場合もあるということで，こうした分類・
　整理によって社会教育職員の独自の役割や課
　題が明確化されたというわけではない。また，
　施設職員と社会教育主事といった役職の違い
　も無視されている点からみても，社会教育職
　員の位置づけとその専門的役割についての掘
　り下げた論及までは至っていない。
　　その意味では，これまで触れてきたような
　社会教育指導者論と基本的に同じ構図の中で
　職員の問題が論じられているということがで
　きるわけであるが，にもかかわらず，社会教
　育職員の役割を「社会教育の条件整備」とい
　う範疇でとらえようとしたことは，人々を直
　接指導するという意味合いの強かった従来の
　職員の役割認識に対するとらえ返しの必要性
　を示唆しているという点で，後述するような
　社会教育職貝の専門性への着目とその追求を
　試みていく60年代の職員論に連動する視点を
　提示しているといえるのではないか。そのこ
　　とはまた，民主的な助言や指導を行う場合に
　　とりわけ「権力と民衆の間に介在する」21）官制
　指導者である社会教育主事や公民館主事は，
　　「権力者と民衆側の双方からきびしい監視と
批判にさらされ」ているがゆえに，その役割
が重要となる。というのは，このような指導
者は「法にのべられている正しい主旨の社会
教育を守り，政党支配や中央統制を排除する
ため，現在公的なものとなっている社会教育
の指導原念を再確認し，真剣にこれを追求し
てゆく努力を怠ってはならないとともに，他
方，環境の醸成によって，この民主主義の理
念を具体的に実現するための，下からの指導
者の成長をたすけ，それによって近代社会の
現実的な矛盾を是正する役割を果たさねばな
らないのである。」22）（傍点引用者）から，と
述べられているように，教育公務員としての
固有の性格にもとつく社会教育職員の役割と
課題が強調されている点からも読みとること
ができる。
（2）社会教育主事の性格と役割に関する
　端初的論点
　前述したような指導者論の流れに対し，社
会教育職貝の独自の役割と，その性格にとも
なう限界についての議論も他方で展開されて
くる。それは，社会教育指導者一般の問題に
解消できない，社会教育職員，とりわけ法的
に位置づけられている社会教育主事の制度と
性格に由来する固有の課題として意識化され
てくるのである。その点にいち早く言及した
津高正文は，職員の自主的研究団体である近
畿社会教育研究協議会での議論をふまえ，
1955年に「社会教育主事の活動の限界」と題
する論文を発表している。そこでは，「いくら
個人としては善意に満ち努力を重ねても，行
政機構の一翼を荷う社会教育主事（中略）と
いう立場で指導，助言の活動を進める場合に
は，容易に乗りこえることの出来ない一線が
あるのではないか。」23）という課題意識を基盤
に，行政職貝という立場からの社会教育主事
のあり方についての問題提起的な考察を試み
ている。具体的に，社会教育主事が民主的な
社会教育実践を組織化していく上での障害と
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して，新しい考えや価値を受け入れまいとす
る地域の伝統的体質，行政機構の中にはびこ
る大衆蔑視に起因する「過剰な指導者意識」
と上司の意向にのみ従う仕事が生み出す形式
的助言・指導，一般行政の社会教育事業や行
政の独自の役割に対する無理解，中央行政機
関によって加えられる社会教育主事への制
約，さらにそうした否定的条件を固定不動な
ものとして受けとめる主事のかまえ，といっ
た問題をとり上げ，こうした状況を打破して
いくための課題として，主事どうしのつなが
りを強め，行政内部の民主化と同時に，地域
でのねばり強い活動のとり組みの必要性が強
調されている。
　この津高の問題提起に対して，当時文部省
社会教育官であった高橋真照は，津高の社会
教育主事の活動を阻害する現状把握の仕方に
ついて逐次的批判を行っているが，そこで特
に注目されるのは，文部省の担当役人自身が，
社会教育関係の公務員の仕事は社会教育主事
に限らず，「管理面と指導面と一般事務の面と
の間が未分化状態にあることが前提となって
いる」24）現状の中で，「社会教育を行う者に専
門的技術的な助言と指導を与える」（社会教育
法）とされる社会教育主事の専門職としての
独自性と役割が確定していない状況を指摘し
ている点である。
　こうした問題について，同様に京都府の社
会教育主事は現場の状況から言及し，「法に規
定された社会教育主事の立場と独自性が，現
実において決して明確ではない」25）点を，「社
会教育主事の役割」について論ずる前に確認
しておくべきであるということを強調してい
る。つまり，社会教育主事がその専門的役割
を果たすという課題は，その専門職としての
制度的確立と密接に結びついているという主
張である。と同時に，こうした制度的未確立
ゆえに，「時には数百人の人たちを前にして一
席喋ったり，学級の講師となって指導したり，
また各種団体の事務の世話をしたり（中略）
あるいは個人的な身の上相談から机運びに至
るまで，実に幅の広い活動」26）をすることに
よって，何馳」しヱ脳．なはれ1蕗ら一k・Ldi．と．．．．．j
いった過剰な指導者意識が主事の中に醸成さ
れて「「・「X；g6＊k況を切開している。それはすなわ
ち，民衆の自発的活動の条件整備としての
「サービスを主眼とする指導と助言」を本務
とするはずの社会教育主事が，主観的には善
意であっても，その本務を逸脱して仕事を
行っているということに対する批判を意味し
ていたのである。
　以上のような問題は，社会教育職員の専門
職としての制度的保障とその専門的職務の具
体的中味の掘り下げという点に焦点が当てら
れてくるようになるわけであるが，そこにお
いて津高正文は，さらに前述の議論をふまえ
ながら問題の整理を行っている。それは，「役
人としての制約」の中にあって，先に述べた
ように行政の民主化と専門職としての条件整
備を有機的に結びつけた運動の組織化と同時
に，主事自らが民衆の生活と意識の中に深く
分け入り，「一緒になって問題を掘りおこして
いくという活動」27》を行っていくという点に
集約される。ただここでの議論は，社会教育
主事の運動的課題や職務上の基本的姿勢，か
まえの問題に論点が頃斜しているため，その
専門的な職務内容についての構造的分析には
なっていない。そこに50年代における職貝論
の一つの到達点と限界が映し出されているわ
けであるが，ややもすると社会教育主事に一
括されていた社会教育職員を，その実態や制
度的位置づけの違いにそって「府県の社会教
育主事，出張所（支局）の主事，市町村の社
会教育主事・公民館主事」28｝に大別し，それぞ
れの独自の性格や役割・課題を明らかにして
いくことが必要であるとしている点は，先の
宇佐川の主張と並んで，その後の社会教育職
貝論研究に対する基本的視点を提起したとい
うことができるだろう。
　このような視点は，1959年の社会教育法「改
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正」で新しく市には社会教育主事及び主事補
が，町村には社会教育主事が必置制となる状
況の下で，まず社会教育主事の固有の性格と
役割をより明確にする課題としてうかび上
がってくることになるのである。雑誌『社会
教育』1959年7月号では，「社会教育主事とは
何か」という特集テーマを組み，社会教育法
「改正」にともなう各地の社会教育主事の質
問に答える形で，社会教育主事の身分や職務
をめぐる問題がとり上げられている。具体的
には，主事が実質的に教育専門職貝になるた
めの条件や課題は何か，職場における専門職
としての主事と上司である課長や部長とはど
のような関係にあるのか，主事の指導・助言
とは具体的にどのようなものであるのか，さ
らに上級機関と主事の関係はどのようになる
のか，といった問題である。それはつまり，
これまで述べてきた，公務員であり同時に教
育の専門職であるという主事の特性から導き
出されてくる問題であり，その後の社会教育
主事の専門性をめぐる議論の基調をなす論点
であった。それと合わせて，同じく社会教育
法「改正」によって，公民館主事が法律上の
職制として明記されたことで，その制度的位
置づけや性格，役割についてもあらためて問
題が提起されることになり29》，こうした問題
を通貫するものとして「社会教育職員論」と
いうテーマが定立し，60年代以降の社会教育
職員をめぐる議論へと展開していくのであ
る。
　こうして60年代に入ると，既述してきたよ
うな簡題状況を背景に，これまでの社会教育
の指導者というカテゴリーや問題視角から社
会教育職員の固有な役割と課題に裏打ちされ
た専門性に着目する研究が進められてくる。
そうした研究のテーマ・関心は，それまでの
いわば未分化で混在した状況の中から大きく
二つの流れと方向を形づくっていくことにな
るのである。その一つの流れは，社会教育職
員の公務貝という性格に起因する特有の課題
を，特に専門職としての制度的未確立という
点でとらえ，その確立にむけての運動と連動
させながらその専門的役割を問うていく視点
である。もう一つは，現実の法制度の未整備
の問題に言及しながらも，基本的にはそうし
た制度を前提とし，社会教育法等に規定され
ている社会教育職貝の専門的役割についての
法解釈にもとつく，いわば技術論的な視点で
あり，先の『社会教育』の特集テーマで論じ
られた論点に通ずるものである。こうした二
つの流れが，それ以降の社会教育職員の専門
性に関する研究におけるスタンス及びテーマ
の設定やアプローチにおける違いを顕在化さ
せながら現在に至っているという点を考える
時，50年代後半から60年代前半の議論は，そ
の後の社会教育職員論の分岐を形づくってい
く基本的論点を提起したということがいえる
のではないか。以下では，主に前者の流れに
着目し，一後者については次稿に譲る一
そこでの議論の展開を見ていくことにした
いo
（3）社会教育職員論への着目
　　一その性格と役割をめぐって一
　社会教育職員に固有な性格にかかわる課題
をとらえようとするアプローチは，特に公務
貝という性格のもつ限界をどのようにとらえ
るか，という点に主たる焦点が当てられてく
る。それは，国家権力の末端に位置する役人
である職貝が，個人の内的自由に裏打ちされ
た人々の学習・文化活動にどのようにかかわ
るのかという課題に集約されるだろう。つま
り，社会教育職員といえども行政機関の中に
位置し，公権力の一端を担うという性格から
まぬがれることはできない’ﾆいうことと，他
方，国民の自主的で民主的な学習・文化活動
を援助する役割が課せられていることとの間
には，容易に止揚されない矛盾が内在してお
り，それゆえに職員がどのような立場に立つ
のかが鋭く問われてくるというのがその要点
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である。とりわけ，50年代後半から60年代の
前半にかけては，安保闘争に代表される政治
的問題が国民的関心事となり，国家権力・公
権力の存在とその力がかなり意識的にとらえ
られていた状況を想起する時，いきおい公権
力の末端に位置し，同時に国民の学習権保障
という社会教育行政の役割をになう社会教育
職員の位置と性格が否が応でも問題にされて
くる背景が横たわっていたのである。
　この点について福尾武彦は，社会教育主事
を国家権力の末端に位置づけることで，主事
と国民を対立的にとらえようとしていると
いった公民館主事からの批判に答える形で，
社会教育職員の問題を矛盾の中にあるという
状況認識から問うていく視点を提起してい
る。すなわち，教育委員の公選制から任命制
への転換に象徴される教育行政の民主化の後
退という状況のもとで，「主事は権力の末端に
ありながら，活動そのものが国民の要求を尊
重させざるを得ない位置にあり，したがって
それ自身に矛盾を含んだ立場にある」3°》こと
を自覚しなければならない点を強調するので
ある。さらに，こうした社会教育職貝固有の
性格から生起してくる矛盾の自覚化とその
「自己否定」がなければ，「過剰な指導者意識」
が醸成されてくることの危険性を警告する。
そして，こうした矛盾を国民の立場に立って
克服していく課題を主事の生き方や姿勢の問
題としてとらえ，国民とともに生きるという
立場から地域住民の生活と学習の要求を，そ
の背後にある政治や経済のしくみと結びつけ
ながら把握し，同時に職貝自身の専門職とし
ての制度的保障を運動的に進めていく必要性
を指摘している。
　また，このような社会教育職員の置かれて
いる矛盾状況を，横山宏は社会教育主事の専
門性の確立という視点からとらえ，その専門
性は官僚的性格と明確に対立することを強調
する。そして主事が専門職として有すべき専
門性を医師に代表される科学者の中にその典
型を求め，それが「自分自身の判断，自主的
かつ積極的な活動によって，発露されるも
の」31）であり，しかも「主観的ではなく，客観
性・合理性」をもつと同時に，それは具体的
な技術や知識にわい小化されるものではな
く，「なんのために，誰のために，専門家とし
ての腕をみがき，知識を求めるか」32）というス
タンスの問題，生き方の問題としてとらえて
いくことが必要であるとしている。
　このような問題視角から社会教育職員の専
門的役割を問おうとする時，これまでの社会
教育指導者としての職貝とりわけ社会教育主
事というとらえ方に対する疑問が提起されて
くるようになるのである。例えば波井崇也は，
「社会教育主事は指導者か」33｝というタイト
ルで，この問題を正面から問い，これまでの
社会教育主事の性格や役割に関する議論をめ
ぐる課題を整理している。そこでまず，指導
者は当該の集団内部のメンバーから生まれて
くることを原則とすれば，社会教育主事が指
導者であるというとらえ方は「民衆自身が主
体的にとりくむ活動においては，間違ってい
ることになる」34》と論断する。そうであるとす
れば，社会教育主事の位置と役割は何か。そ
こで彼は，社会教育法に記載されている主事
の職員規定の吟味の必要性を強調し，とりわ
け同法第9条の3の「助言と指導」が法的に
どのような行為を指しているのかが不明確で
あることを問題にする。そしてそれが歴史的
には，「指導」よりも「助言」に力点が置かれ，
tlead’よりむsuggestion’やtconsultant’の意
味に近いことを跡づけている。すなわち，主
事の「助言と指導」という行為は，「ある問題
について当事者となる，あるいは主体となる
ことがないまま，その問題の解決に参与する
立場をさしている」35｝のであり，それゆえきわ
めて限定された内容を有するものとされてい
たという認識である。
　また，社会教育主事が専門職であると規定
されていることは，行政機構の中にあっても
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専門職にふさわしい独自性，自律性と特別の
地位が保障されることを意味し，それは社会
教育法制定当時の文部省の見解とも一致して
いた。しかるに文部省は，その後この見解を
ひるがえし，行政機構の末端としての主事の
公務員的性格を強調することによって36），前
述したように，主事はその性格的矛盾をかか
え込むことになるのである。こうした流れを
おさえながら波井は，社会教育主事の基本的
性格を「民衆の学習を援助する専門家」と規
定し，その専門的職務内容を，「民衆の要求に
そって学習計画をたて，学習形態を編成す
る」，「学習の素材を提供する」，「学習の発展
を援助し，その結果を総括する」，「学習内容
についての専門家を再訓練する」37》という4
点にまとめている。それは，これまで往々に
して学習内容の専門家でありその伝達者（例
えば講師として）とされてきた社会教育主事
の職務内容を明確に否定することを意味して
いた。
　しかしながら現実には，こうした専門的職
務に見合う職場条件にない中にあって，主事
自身がその条件づくり，すなわち専門職に見
合う地位を確立するための努力が必要である
ことが同時に強調される。それが，労働者と
しての職務条件の改善に取り組むための労働
運動の組織化の課題として位置づけられてく
るのである。そこでは，社会教育主事の専門
的職務の内実を追求していくことと，その内
実を具体化させるための条件整備をしていく
こととを統一的にとらえていく課題そしてそ
のための基本的論点が示されており，それは
先の福尾の立論と重なってくる。
　さらに以上のような論点を社会教育職貝の
専門性という主題にひきつけて論を展開した
のが，『月刊社会教育』の1963年1月号から3
月号に掲載された津高正文の「社会教育職員
の専門性について」と題する論文であった。
この論文は，社会教育職員論の学説的位置づ
けから見て，そのテーマと方法論における先
駆的意味を有しているものとしてとらえられ
ており38），いわば50年代からの社会教育職貝
論の到達点を示しているとともに，60年代以
降の職貝論研究の基本的方向を提示している
という点において，一つの画期をなすもので
あると思われる。以下この津高の議論にもと
ついて，これまでの職員論研究の論点を跡づ
け，そこから60年代後半からの職員論研究の
展開をとらえていく基本的視点と課題を導出
することによって，小論のまとめにかえたい。
（4＞社会教育職員の専門性をめぐる議論
　の展開一津高正文の専門性論の位置一
　まず津高は，社会教育の専門職員として社
会教育主事，図書館司書，博物館学芸員をあ
げ，その職務内容が法的に「専門的」と定義
されているが，司書，学芸員に比べ，社会教
育主事は「専門的技術的な助言と指導を与え
る。」と規定されているのみで，その専門性の
内容がきわめてあいまいであること，さらに
都道府県の社会教育主事と市町村の主事で
は，その職務内容の分化が現実的に進んでい
るにもかかわらず，資格や養成という点で依
然として未分化な状態にあるため，それらの
専門性を厳密に確定していく上での障害に
なっていること，それに加え社会教育主事に
比べ公民館主事の専門職としての法的規定が
なされていない点は，実際の状況からみて現
実にそぐわないことなど，これまでの社会教
育職員の制度的問題を摘出する。そしてそう
した問題を打開していくための基本的視点
を，関係法規の解釈のワク内だけでは職員の
専門性の内実にふみ込めない点を指摘した上
で，「法規が明らかにしている社会教育主事の
職務内容を出発点として，専門性の内容を明
らかにすると同時に，それが現実の諸条件の
中で保障されるスジミチを見通す」39〕という
点に定めるのである。
　この視点は，全国各地の社会教育実践にお
いて，法規上の形式的な専門職規定に安住す
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ることなく，その内容に対する問い返しと，
専門職としての実質的確立を志向する職員の
組織的運動に依拠しながら提起されていると
いう意味で，現実的基盤を確保している。そ
れはいわば，先に福尾が提示した社会教育職
員の矛盾の打解の方向性を，教育基本法，社
会教育法の理念にもとついて市民の学習権を
保障する社会教育行政の民主的運営と，職貝
の専門職としての自由，自主性を中軸とした
身分保障の確立を有機的に結びつけながら，
その職務を遂行していくところに求めたとい
うこともできるだろう。すなわち，「市民の自
由な学習の権利を保障すること，その一環と
して職員の助言・指導の活動の自由を保障す
ることこそ，正しい意味での（社会教育行政
の一引用者注）政治的中立であると認識しな
おされる」4°）（傍点引用者）ということである。
　続いて津高は，こうした市民の学習権を保
障する社会教育主事の専門的力量はどのよう
に形成されるのかという問題視角から，社会
教育主事講習の実態に着目し，その講習が，
専門的技術といった形式的条件は提供してい
るが，「専門家にふさわしいカイ雨を保障してく
れるか」41）という点では疑問だとした上で，あ
らためてどのような条件のもとでそうした
「力f雨」が養成されるかを問うている。その
際，こうした職員の資質・能力を住民の学習
活動の「組織者」に求めるという点を確認し
た上で，そのような資質・能力が「近代的な
社会教育方法・技術」すなわち，近代的な討
議方法や視聴覚教材の活用法，レクリエー
ションなどの指導法等の習得にわい小化され
ている点を問題にしながら，急速な杜会変動
の中にあって，学習の「組織者」としての役
割を社会教育職貝がになうとすれば，そうし
た方法・技術以上に，社会の変化発展を見通
す力，「壮大な未来へのヴィジョン」42）が不可
欠であると結論づけている。というのは，住
民の組織化は一人一人の住民の要求の結合・
発展によって進められるわけであるが，その
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ためには「もろもろの要求の中から，より基
本的な要求（中略）歴史をすすめる力となる
ような要求を見分けるかが必要である」から。
それは，前述の三為の指導者論や波井の教育
内容の編成者としての社会教育主事の役割規
定に通ずる論点であるということができる。
　それでは，このような「未来へのヴィジョ
ン」にそって住民の要求の中からより基本的
な内容を選び出し，それを教育的に編成する
力はどのようにして養成されるのだろうか。
それは「必然的に，科学・技術・文化の広い
範囲にわたって，現在の世界が到達している
成果を，しっかり身につけること」43）であると
いう。そしてそのための条件として，不断の
研修の機会が保障されるべきであり，そこで
他の行政の専門職員（例えば農業改良普及員
や社会福祉主事，婦人相談貝など）や各分野
の専門家などとの交流を通して，自己の視野
を常に広くしていくことが求められるとして
いる。
　以上のような論点をふまえた上で，津高は
都道府県の社会教育主事と市町村の主事との
関係に言及し，その両者の間に「助言・指導
の専門的な職務内容で判然とした区別がある
わけではない」44｝と論断した上で，バックアッ
プという教育専門職としての横のつながりに
支えられた機能を強調するのである。さらに
市町村の社会教育主事と公民館主事との関係
についても触れているが，そこでは両者の「職
務内容の本質的な違いを今直ちに指摘するこ
とはむずかしい」45）と述べ，職務の対象となる
地域の広さの他には，職務内容の相違は見ら
れないと結論づけている。そして，市町村の
状況に応じて両者の設置形態は多様であるが
ゆえに，むしろ「中学校区に比肩できるよう
な公民館区を創り上げる」46）ことによって，現
実に社会教育主事と公民館主事のそれぞれの
専門性の内実と両者の関係が明らかになるの
ではないか，という形で問題を先送りしてい
る。この問題は周知のように，その後の公民
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館等の社会教育施設の普及や派遣社会教育主
事制度の発足などによる公民館主事及び社会
教育主事の拡充等を通して，焦眉の課題と
なっていくのである。
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